
（令和２年３月23日公表）

  賃   金   指   数　　 労働時間指数 労働異動率 消費者

名　　目 実　　質 常用 物価

区　　分 現金 きまって 現金 きまって 総実 所定内 所定外 雇用 入 離 指数

給与 支給する 給与 支給する 労働 労働 労働 指数 職 職 [帰属家

総額 給与 総額 給与 時間 時間 時間 率 率 賃除く]

平成24年平均 95.2 96.5 100.3 101.7 102.5 102.0 108.0 98.7 1.67 1.69 94.9

平成25年平均 97.4 97.8 102.3 102.7 101.8 101.3 107.3 99.3 1.87 2.00 95.2

平成26年平均 99.1 99.0 100.9 100.8 101.2 100.9 104.4 97.1 2.05 2.11 98.2

平成27年平均 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 1.66 1.37 100.0

平成28年平均 101.6 100.9 101.4 100.7 99.3 99.4 98.0 100.7 1.53 1.37 100.3

平成29年平均 101.2 100.3 100.1 99.2 99.6 98.9 106.8 102.8 1.47 1.36 101.1

平成30年平均 100.6 99.3 98.5 97.3 99.5 97.9 116.6 102.2 1.67 1.74 102.1

令和元年平均 102.7 100.9 100.0 98.2 98.2 96.1 121.1 100.7 1.60 1.60 102.7

平成31年１月 89.0 99.9 86.7 97.4 92.3 89.0 129.2 102.7 1.18 1.03 102.6

　　　　２月 82.0 100.8 80.1 98.4 96.9 95.0 117.5 97.9 1.01 1.49 102.4

　　　　３月 88.4 102.1 86.4 99.8 98.9 95.7 135.0 101.3 1.15 2.01 102.3

　　　　４月 84.8 102.1 82.6 99.4 101.0 99.3 120.0 99.0 5.29 3.73 102.7

令和元年５月 85.4 100.4 83.1 97.7 94.3 92.7 111.7 98.7 1.67 1.88 102.8

　　　　６月 161.9 102.7 158.0 100.2 103.2 100.4 135.0 102.9 1.25 1.41 102.5

　　　　７月 113.0 100.2 110.2 97.8 101.0 100.0 111.7 98.3 1.34 1.16 102.5

　　　　８月 85.5 101.9 83.3 99.3 96.5 95.0 112.5 102.8 1.30 1.19 102.6

　　　　９月 82.3 99.9 80.2 97.4 96.2 95.2 107.5 99.4 1.26 1.34 102.6

　　　　10月 82.8 101.6 80.5 98.8 99.7 96.8 131.7 103.2 1.32 1.55 102.8

　　　　11月 86.7 100.3 84.2 97.4 99.1 98.0 110.0 98.9 1.02 1.30 103.0

　　　　12月 190.3 99.4 184.6 96.4 99.5 96.5 131.7 103.2 1.38 1.07 103.1

1　この調査では、各調査結果の時系列変化比較を目的として、基準年の平均（以下「基準数値」という。）

 を100とする指数を用いている。

名目賃金指数　=　集計結果（現金給与額）/基準数値×100

実質賃金指数　=　名目賃金指数/消費者物価指数(持家の帰属家賃を除く総合)×100

2　消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）は、総務省統計局公表の大津市分である。
3　本表の数値は調査産業計の数値である。

主要指標（事業所規模３０人以上）

平成27年平均＝100

毎月勤労統計調査地方調査（令和元年平均）結果概要
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Ⅰ－Ａ　賃金

１．賃金の動き

（事業所規模３０人以上） 指数：平成27年＝100

令和元年 平成30年 令和元年 平成30年

円 ％ ％ ％ ％

現 金 給 与 総 額 366,475 102.7 100.0 2.1 △ 0.6 1.5 △ 1.6 98.6 96.2

きまって支給する給与 290,321 100.9 98.2 1.6 △ 1.0 0.9 △ 1.9 98.0 96.5

特別に支払われた給与 76,154 － － － － － － 101.0 95.1

現 金 給 与 総 額 371,507 102.7 100.4 △ 0.2 1.2 △ 0.8 0.0 100.0 100.0

きまって支給する給与 296,123 101.8 99.5 0.1 0.7 △ 0.5 △ 0.5 100.0 100.0

特別に支払われた給与 75,384 － － － － － － 100.0 100.0

（注）　全国との比較：全国の実数を100とした場合の割合

第１図　名目賃金指数（きまって支給する給与）の推移（事業所規模30人以上）
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第１表　賃金の動き（調査産業計の１人平均月間給与額）

常用労働者１人当たりの月間現金給与総額は366,475円で、対前年比は2.1％増となり、前年
の対前年比（0.6％減）を2.7ポイント上回った。全国平均は371,507円で、対前年比は0.2％減
となっている。

現金給与総額の内訳をみると、きまって支給する給与は290,321円で、対前年比は1.6％増と
なり、前年の対前年比（1.0％減）を2.6ポイント上回った。全国平均は296,123円で、対前年
比は0.1％増となっている。

また、特別に支払われた給与は76,154円で、全国平均（75,384円）を770円上回った。
現金給与総額を全国平均と比較すると、全国平均 ＝100に対して滋賀県は98.6となり、前

年（96.2）に比べて2.4ポイント上昇した。きまって支給する給与は98.0で、前年（96.5）
に比べて1.5ポイント上昇した。特別に支払われた給与は101.0で前年（95.1）に比べて5.9ポ
イント上昇した。

次に、平成23年からの調査産業計と製造業の名目賃金指数（きまって支給する給与）の推移
をみると、ともに平成24年から平成28年にかけて上昇し、平成29年以降は、製造業は引き続き
上昇した。調査産業計は２年連続下降したが、令和元年は上昇した。（第１表、第１図）

平成27年=100

96.6 96.5
97.8

99.0
100.0

100.9 100.3
99.3

100.9
96.7 96.6 

97.6 

99.1 
100.0

101.3
102.3

104.3 104.8

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 元

調査産業計

製造業

（平成）
（令和）

（年）

(指数）

- 2 -



（事業所規模３０人以上）

現金給与総額

対前年差

実　数 実　数 実数 （実数）

令和元年 平成30年 令和元年 平成30年

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 円

調 査 産 業 計 366,475 2.1 △ 0.6 290,321 1.6 △ 1.0 76,154 3,695

建 設 業 494,407 △ 9.4 △ 1.6 378,096 △ 7.3 △ 14.3 116,311 △ 20,539

製 造 業 452,140 △ 0.1 3.6 345,917 0.5 2.0 106,223 △ 1,380

電 気 ・ ガ ス 業 606,951 △ 1.6 9.7 444,147 △ 2.6 8.0 162,804 5,547

情 報 通 信 業 513,878 30.1 9.7 336,562 11.3 12.6 177,316 129,785

運 輸 業 ， 郵 便 業 311,667 1.3 25.2 285,222 3.7 26.3 26,445 △ 5,356

卸 売 業 ， 小 売 業 196,922 1.0 △ 11.4 172,203 2.0 △ 9.7 24,719 △ 1,284

金 融 業 ， 保 険 業 481,545 14.2 16.8 341,987 8.5 11.5 139,558 32,757

不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業 252,770 119.3 △ 59.6 232,751 116.1 △ 57.6 20,019 12,759

学 術 研 究 等 513,906 8.1 9.8 372,234 9.4 3.9 141,672 6,722

飲 食 サ ー ビ ス 業 等 118,329 △ 9.0 △ 8.0 110,364 △ 7.8 △ 6.9 7,965 △ 2,283

生 活 関 連 サ ー ビ ス 等 177,639 △ 26.8 60.0 159,198 △ 22.9 45.7 18,441 △ 16,888

教 育 ， 学 習 支 援 業 561,056 10.5 △ 3.1 368,166 1.6 △ 5.4 192,890 95,739

医 療 ， 福 祉 324,195 0.7 △ 16.7 274,532 1.6 △ 11.1 49,663 △ 2,168

複 合 サ ー ビ ス 事 業 367,030 6.0 2.9 286,131 4.1 △ 0.5 80,899 8,799

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 273,798 18.3 4.0 237,877 15.5 3.7 35,921 9,884

対　前　年　比 対　前　年　比

特別に支払われた給与

第２表　産業別賃金の動き（１人平均月間給与額・特別に支払われた給与額）

きまって支給する給与

産　　　　　業

現金給与総額を産業別にみると、最も賃金が高い産業は電気・ガス業（606,951円）で、以下、
教育，学習支援業（561,056円）、学術研究等（513,906円）、情報通信業（513,878円）の順となっ
ている。

産業別に現金給与総額を対前年比でみると、不動産・物品賃貸業（119.3％増）、情報通信業
（30.1％増）、その他のサービス業（18.3％増）など10産業が増加したのに対し、生活関連サービ
ス等（26.8％減）、建設業（9.4％減）、飲食サービス業等（9.0％減）など５産業で減少した。

次に、きまって支給する給与についてみると、最も賃金が高い産業は電気・ガス業（444,147円）
で、次いで建設業（378,096円）、学術研究等（372,234円）、教育，学習支援業（368,166円）の
順となっている。

産業別にきまって支給する給与を対前年比でみると、不動産・物品賃貸業（116.1％増）、その
他のサービス業（15.5％増）、情報通信業（11.3％増）などの11産業が増加したのに対し、生活関
連サービス等（22.9％減）、飲食サービス業等（7.8％減）、建設業（7.3％減）など４産業で減少
した。

さらに、特別に支払われた給与についてみると、教育，学習支援業が192,890円と最も高く、飲
食サービス業等が7,965円と最も低かった。 （第２表）
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Ⅰ－Ｂ　労働時間

１．出勤日数

（事業所規模３０人以上）

日 日 日 日 日

調 査 産 業 計 18.1 18.5 18.5 18.5 18.6

建 設 業 20.1 19.8 19.2 Ｘ 20.5

製 造 業 18.7 19.0 19.2 19.1 19.1

電 気 ・ ガ ス 業 18.6 19.0 19.4 19.1 19.3

情 報 通 信 業 17.3 18.1 18.0 18.2 18.1

運 輸 業 ， 郵 便 業 20.1 20.1 18.7 19.9 19.7

卸 売 業 ， 小 売 業 17.7 18.2 18.7 18.9 19.0

金 融 業 ， 保 険 業 17.7 18.6 18.4 18.5 18.4

不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業 17.6 14.4 18.3 19.0 Ｘ

学 術 研 究 等 18.8 18.7 18.6 18.3 18.5

飲 食 サ ー ビ ス 業 等 14.3 15.2 16.0 16.3 16.8

生 活 関 連 サ ー ビ ス 等 15.3 16.7 16.4 16.5 16.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 16.2 17.5 17.8 17.7 17.2

医 療 ， 福 祉 17.4 18.3 17.7 17.3 17.6

複 合 サ ー ビ ス 事 業 19.9 19.8 19.7 20.0 20.1

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 18.6 18.6 18.7 19.1 19.1

令和元年 平成30年 平成29年 平成28年 平成27年

第３表　産業別出勤日数の推移（１人平均月間出勤日数）

産　　　　　業

常用労働者１人当たりの平均月間出勤日数は18.1日であった。
これを産業別にみると、建設業ならびに運輸業，郵便業が20.1日で最も多く、以下、

複合サービス事業（19.9日）、学術研究等（18.8日）の順になっている。
次に平成27年からの推移をみると、平成27年と比較して増加したのは、運輸業，郵便業、

学術研究等の２産業であった。（第３表）
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２．労働時間の動き
　　

（事業所規模３０人以上）

総実労働時間 所定内労働時間

実　数 実　数 実　数

令和元年 平成30年 令和元年 平成30年 令和元年 平成30年

時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 時間 ％ ％

調 査 産 業 計 145.4 △ 1.3 △ 0.1 130.8 △ 1.8 △ 1.0 14.6 3.9 9.2

建 設 業 162.6 △ 4.6 △ 0.7 148.8 △ 0.1 △ 1.8 13.8 △ 36.0 8.2

製 造 業 160.2 △ 1.6 △ 0.8 142.8 △ 1.0 △ 1.0 17.4 △ 5.8 1.4

電 気 ・ ガ ス 業 148.7 △ 2.9 0.2 134.5 △ 2.4 △ 2.8 14.2 △ 8.4 39.5

情 報 通 信 業 141.8 △ 9.3 2.2 126.0 △ 13.3 1.4 15.8 39.8 12.3

運 輸 業 ， 郵 便 業 174.5 1.7 9.3 148.0 △ 0.3 11.0 26.5 15.4 △ 1.0

卸 売 業 ， 小 売 業 118.6 △ 0.3 △ 3.8 113.0 △ 0.6 △ 4.0 5.6 7.1 △ 1.8

金 融 業 ， 保 険 業 140.8 △ 2.3 △ 1.4 132.4 △ 3.7 △ 1.1 8.4 28.2 △ 7.5

不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業 127.4 38.9 △ 35.8 126.9 46.8 △ 34.3 0.5 △ 89.4 △ 53.8

学 術 研 究 等 157.3 1.8 1.9 143.0 0.9 1.1 14.3 10.9 11.0

飲 食 サ ー ビ ス 業 等 90.4 △ 10.9 △ 6.2 85.1 △ 10.7 △ 5.4 5.3 △ 13.3 △ 18.1

生 活 関 連 サ ー ビ ス 等 114.9 △ 5.8 9.3 108.7 △ 5.7 9.4 6.2 △ 5.3 9.1

教 育 ， 学 習 支 援 業 150.7 △ 4.0 2.6 116.4 △ 10.8 △ 5.4 34.3 45.2 168.2

医 療 ， 福 祉 128.8 △ 6.5 △ 0.8 121.4 △ 6.8 △ 2.0 7.4 △ 3.1 24.6

複 合 サ ー ビ ス 事 業 157.5 2.3 0.8 145.3 △ 0.2 1.2 12.2 46.3 △ 5.8

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 152.8 5.6 2.2 133.6 4.1 △ 1.7 19.2 16.6 48.0

対　前　年　比 対　前　年　比 対　前　年　比

　　

第４表　産業別労働時間の動き（１人平均月間労働時間数）

　    

産　　　　　業

所定外労働時間

常用労働者１人当たりの平均月間総実労働時間は145.4時間で、対前年比は1.3％減となった。
総実労働時間の内訳をみると、所定内労働時間は130.8時間で、対前年比は1.8％減となり、所

定外労働時間は14.6時間で、対前年比は3.9％増となった。
次に、平成23年からの調査産業計と製造業の総実労働時間指数の推移をみると、調査産業計は

平成23年以降は下降を続け、平成28年からほぼ横ばいで推移してきたが、令和元年は下降した。
一方、製造業は平成23年以降、ほぼ横ばいで推移してきたが、令和元年は下降した。

（第４表、第２図）
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Ⅰ－Ｃ　雇用

１．雇用の動き

　

（事業所規模３０人以上）

令和元年 平成30年 令和元年 平成30年 令和元年 平成30年

人 ％ ％ ％ ％ ％ ％

調 査 産 業 計 317,123 △ 1.5 △ 0.6 100.0 100.0 1.3 0.4

建 設 業 4,434 1.7 △ 3.5 1.4 1.4 3.1 0.0

製 造 業 129,363 1.3 0.5 40.8 39.7 0.9 0.0

電 気 ・ ガ ス 業 1,417 △ 4.0 △ 7.5 0.4 0.5 △ 3.5 △ 2.5

情 報 通 信 業 771 △ 60.4 38.1 0.2 0.6 0.8 0.2

運 輸 業 ， 郵 便 業 18,583 3.1 △ 14.4 5.9 5.6 0.8 0.2

卸 売 業 ， 小 売 業 33,807 △ 0.9 △ 1.3 10.7 10.6 0.2 0.5

金 融 業 ， 保 険 業 5,146 △ 0.4 12.8 1.6 1.6 0.7 △ 0.2

不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業 1,198 △ 4.4 △ 38.7 0.4 0.4 2.8 1.5

学 術 研 究 等 6,032 24.2 3.2 1.9 1.5 0.7 0.5

飲 食 サ ー ビ ス 業 等 14,172 1.8 △ 0.1 4.5 4.3 3.2 △ 1.4

生 活 関 連 サ ー ビ ス 等 5,570 △ 0.6 △ 13.8 1.8 1.7 2.8 0.4

教 育 ， 学 習 支 援 業 13,075 △ 34.4 0.0 4.1 6.2 0.6 6.6

医 療 ， 福 祉 58,466 1.5 0.0 18.4 17.9 1.6 △ 3.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 1,203 △ 1.7 △ 0.3 0.4 0.4 △ 3.3 7.3

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 23,890 △ 3.7 10.4 7.5 7.7 2.7 2.8

　　

第５表　産業別常用雇用の動き（月平均）

　

　

　　

　

対　前　年　比産　　　　　業

第３図　常用雇用指数の推移（事業所規模30人以上）
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常用労働者数は317,123人で、対前年比は1.5％減となった。
産業別に常用労働者数の対前年比をみると、学術研究等（24.2％増）、運輸業，郵便業（3.1

％増）、飲食サービス業等（1.8％増）などの６産業が増加したのに対し、情報通信業（60.4％
減）、教育，学習支援業（34.4％減）、不動産・物品賃貸業（4.4％減）など９産業では減少し
た。

次に、平成23年からの調査産業計と製造業の常用雇用指数の推移をみると、調査産業計は平
成23年からほぼ横ばいで推移し、平成26年に下降し、平成27年から上昇に転じたが、平成30年
から再び下降した。

一方、製造業は平成23年から上昇と下降をくりかえし、平成27年以降は、緩やかに上昇して
いる。（第５表、第３図）

平成27年=100

（年）

(指数）
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Ⅱ－Ａ　賃金

１．賃金の動き

  

（事業所規模５人以上）

現金給与総額

対前年差

実　数 実　数 実数 （実数）

令和元年 平成30年 令和元年 平成30年

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 円

調 査 産 業 計 320,567 1.0 △ 2.3 259,900 0.7 △ 3.0 60,667 1,553

建 設 業 397,270 0.0 △ 1.8 330,542 △ 1.4 △ 6.2 66,728 4,289

製 造 業 420,537 △ 0.8 3.8 326,945 0.1 1.6 93,592 △ 3,861

電 気 ・ ガ ス 業 532,172 △ 6.1 10.5 396,583 △ 5.6 6.0 135,589 △ 8,105

情 報 通 信 業 469,741 36.3 6.1 343,528 19.5 7.8 126,213 77,160

運 輸 業 ， 郵 便 業 318,480 △ 0.8 21.8 292,175 1.1 23.9 26,305 △ 5,391

卸 売 業 ， 小 売 業 229,755 4.4 △ 9.2 197,016 4.1 △ 8.6 32,739 1,886

金 融 業 ， 保 険 業 424,906 7.6 3.0 316,385 3.9 2.1 108,521 16,746

不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業 309,837 28.5 △ 20.7 246,634 16.3 △ 21.5 63,203 34,860

学 術 研 究 等 450,778 14.9 △ 2.7 340,327 17.5 △ 7.9 110,451 7,435

飲 食 サ ー ビ ス 業 等 106,952 △ 5.4 △ 8.6 100,187 △ 6.3 △ 7.9 6,765 600

生 活 関 連 サ ー ビ ス 等 157,160 △ 7.7 11.5 144,982 △ 4.3 5.1 12,178 △ 6,370

教 育 ， 学 習 支 援 業 382,626 △ 10.9 △ 6.7 267,405 △ 16.5 △ 9.5 115,221 27,312

医 療 ， 福 祉 284,461 0.4 △ 12.9 242,787 1.6 △ 8.4 41,674 △ 2,674

複 合 サ ー ビ ス 事 業 378,103 7.2 △ 3.4 284,053 3.7 △ 6.0 94,050 15,428

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 283,911 13.1 9.8 241,845 10.7 7.2 42,066 8,829

特別に支払われた給与

【Ⅱ　事業所規模５人以上】

きまって支給する給与

　　

　

　　

産　　　　　業

第６表　産業別賃金の動き（１人平均月間給与額・特別に支払われた給与額）

対　前　年　比 対　前　年　比

常用労働者１人当たりの月間現金給与総額は320,567円で、対前年比は1.0％増となった。
現金給与総額の内訳をみると、きまって支給する給与は259,900円で、対前年比は0.7％増となり、

特別に支払われた給与は60,667円で、対前年差は1,553円増となった。
次に、平成23年からの調査産業計と製造業の名目賃金指数（きまって支給する給与）の推移をみ

ると、調査産業計は平成29年まで上昇傾向にあったが、平成30年に下降し、令和元年に再び上昇に
転じた。
一方、製造業は平成23年から平成25年まで横ばいで推移したが、平成26年からは上昇傾向にある。

（第６表、第４図）
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Ⅱ－Ｂ　労働時間

１．出勤日数

（事業所規模５人以上）

日 日 日 日 日

調 査 産 業 計 17.8 18.3 18.4 18.4 18.3

建 設 業 20.2 20.6 20.9 20.7 20.8

製 造 業 18.8 19.1 19.3 19.2 19.2

電 気 ・ ガ ス 業 19.1 19.2 19.1 19.2 18.9

情 報 通 信 業 18.6 19.0 18.3 18.4 18.2

運 輸 業 ， 郵 便 業 20.5 20.4 19.2 20.0 20.1

卸 売 業 ， 小 売 業 17.9 17.9 18.4 18.6 18.2

金 融 業 ， 保 険 業 18.3 18.8 18.7 18.7 18.6

不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業 18.2 17.1 20.0 18.9 20.0

学 術 研 究 等 18.8 18.8 19.0 18.9 18.8

飲 食 サ ー ビ ス 業 等 14.4 14.8 15.2 15.2 15.1

生 活 関 連 サ ー ビ ス 等 15.6 16.6 17.0 17.1 17.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.8 17.1 17.7 17.4 16.2

医 療 ， 福 祉 17.0 17.9 17.4 17.1 17.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 19.5 19.7 19.7 19.0 19.3

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 18.6 18.7 18.2 19.1 19.2

令和元年 平成28年 平成27年

第７表　産業別出勤日数の推移（１人平均月間出勤日数）

産　　　　　業 平成30年 平成29年

常用労働者１人当たりの平均月間出勤日数は17.8日であった。
これを産業別にみると、運輸業，郵便業が20.5日で最も多く、以下、建設業（20.2日）、

複合サービス事業（19.5日）、電気・ガス業（19.1日）の順となっている。
次に平成27年からの推移をみると、平成27年と比較して増加したのは、情報通信業、運

輸業，郵便業、複合サービス事業、電気・ガス業の４産業であった。（第７表）
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２．労働時間の動き

（事業所規模５人以上）

総実労働時間 所定内労働時間

実　数 実　数 実　数

令和元年 平成30年 令和元年 平成30年 令和元年 平成30年

時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 時間 ％ ％

調 査 産 業 計 138.9 △ 1.6 △ 2.3 126.6 △ 1.7 △ 2.5 12.3 0.6 △ 0.3

建 設 業 168.9 0.8 △ 4.6 153.6 0.1 △ 3.9 15.3 9.1 △ 12.0

製 造 業 157.6 △ 2.2 △ 1.0 141.3 △ 1.6 △ 1.2 16.3 △ 7.0 0.2

電 気 ・ ガ ス 業 151.8 △ 1.3 2.5 139.7 △ 0.7 0.1 12.1 △ 8.3 41.1

情 報 通 信 業 153.6 △ 4.4 4.4 142.4 △ 4.8 4.6 11.2 2.0 2.1

運 輸 業 ， 郵 便 業 176.7 2.0 6.2 151.0 △ 1.0 9.9 25.7 24.9 △ 15.5

卸 売 業 ， 小 売 業 128.8 3.2 △ 5.5 120.9 2.6 △ 4.3 7.9 14.9 △ 22.2

金 融 業 ， 保 険 業 143.9 2.2 △ 1.2 134.3 △ 0.6 0.4 9.6 67.1 △ 28.9

不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業 142.4 15.0 △ 20.7 135.6 11.9 △ 18.8 6.8 154.3 △ 62.1

学 術 研 究 等 154.9 6.2 △ 4.1 142.7 4.5 △ 3.0 12.2 29.6 △ 17.9

飲 食 サ ー ビ ス 業 等 83.5 △ 11.3 △ 7.5 80.7 △ 8.0 △ 7.7 2.8 △ 56.7 △ 3.6

生 活 関 連 サ ー ビ ス 等 106.8 △ 5.8 △ 5.5 103.4 △ 6.0 △ 3.8 3.4 △ 1.9 △ 40.0

教 育 ， 学 習 支 援 業 123.4 △ 14.3 △ 0.4 102.6 △ 14.9 △ 6.5 20.8 △ 10.3 60.3

医 療 ， 福 祉 120.7 △ 5.9 △ 1.2 114.6 △ 6.0 △ 1.7 6.1 △ 3.2 10.4

複 合 サ ー ビ ス 事 業 153.5 △ 0.6 △ 0.8 146.6 △ 1.8 2.0 6.9 39.0 △ 45.8

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 152.4 5.6 4.7 135.9 4.3 1.0 16.5 17.4 56.2

　　

　　

　

　　

対　前　年　比産　　　　　業

所定外労働時間

対　前　年　比 対　前　年　比

　　

第８表　産業別労働時間の動き（１人平均月間労働時間数）

常用労働者１人当たりの平均月間総実労働時間は138.9時間で、対前年比は1.6％減となった。
総実労働時間の内訳をみると、所定内労働時間は126.6時間で、対前年比は1.7％減となり、所

定外労働時間は12.3時間で、対前年比は0.6％増となった。
次に、平成23年からの調査産業計と製造業の総実労働時間指数の推移をみると、調査産業計は

平成27年まで下降傾向にあったが、その後、横ばいに推移し、平成30年以降は下降している。
一方、製造業は平成23年以降、ほぼ横ばいで推移してきたが、平成30年以降は下降している。

(第８表、第５図)
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Ⅱ－Ｃ　雇用

１．雇用の動き

　　　　

（事業所規模５人以上）

令和元年 平成30年 令和元年 平成30年 令和元年 平成30年

人 ％ ％ ％ ％ ％ ％

調 査 産 業 計 506,241 △ 0.9 △ 0.2 100.0 100.0 2.0 1.1

建 設 業 17,071 △ 1.0 △ 0.9 3.4 3.4 2.8 1.3

製 造 業 152,453 1.1 1.1 30.1 29.5 1.1 0.4

電 気 ・ ガ ス 業 2,014 △ 1.7 △ 5.7 0.4 0.4 △ 2.6 △ 1.6

情 報 通 信 業 2,262 △ 30.8 47.3 0.4 0.6 1.2 0.0

運 輸 業 ， 郵 便 業 29,166 2.7 △ 8.4 5.8 5.6 1.0 0.2

卸 売 業 ， 小 売 業 78,618 △ 0.3 △ 1.7 15.5 15.4 1.2 1.3

金 融 業 ， 保 険 業 11,220 △ 1.7 6.7 2.2 2.2 0.6 △ 0.1

不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業 4,974 0.0 △ 4.6 1.0 1.0 1.5 1.5

学 術 研 究 等 10,316 11.1 0.5 2.0 1.8 1.8 0.6

飲 食 サ ー ビ ス 業 等 38,397 △ 2.8 1.6 7.6 7.7 5.3 2.5

生 活 関 連 サ ー ビ ス 等 11,915 6.2 △ 11.9 2.4 2.2 2.5 2.7

教 育 ， 学 習 支 援 業 27,089 △ 20.1 △ 0.1 5.4 6.6 1.5 6.1

医 療 ， 福 祉 84,554 2.1 0.4 16.7 16.2 2.4 △ 0.8

複 合 サ ー ビ ス 事 業 3,230 0.4 △ 0.2 0.6 0.6 △ 1.1 2.0

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 32,967 △ 2.6 5.2 6.5 6.6 3.2 2.5

滋賀県 全国

構成比令和元年
常用労働者数

対　前　年　比 対　前　年　比産　　　　　業

第９表　産業別常用雇用の動き（月平均）

常用労働者数は506,241人で、対前年比0.9％減となった。
産業別に常用労働者数の対前年比をみると、学術研究等（11.1％増）、生活関連サービス等

（6.2％増）、運輸業，郵便業（2.7％増）など６産業が増加したのに対し、情報通信業（30.8
％減）、教育，学習支援業（20.1％減）、飲食サービス業等（2.8％減）など８産業で減少した。

次に、平成23年からの調査産業計と製造業の常用雇用指数の推移をみると、調査産業計は平
成26年までほぼ横ばいで推移し、平成27年からは上昇傾向にあったが、平成30年以降は下降傾
向にある。

一方、製造業は平成27年までは上昇と下降を繰り返していたが、平成28年以降は上昇傾向に
ある。（第９表、第６図）
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１　調　査　の　目　的 　　れると否とにかかわらず除かれるが、鉱業の
　　この調査は、統計法に基づく基幹統計であっ 　　坑内夫の休憩時間や、いわゆる手待時間は含
　て、雇用、給与および労働時間について、滋賀 　　める。本来の職務外として行われる宿日直の
　県における変動を毎月明らかにすることを目的 　　時間は含めない。
　とする。 「 所定内労働時間数 」 とは、

　　事業所の就業規則等で定められた正規の始業
２　調　査　の　対　象 　　時刻と終業時刻との間の実労働時間数のこと
　　本調査は、日本標準産業分類に定める鉱業、 　　である。
　建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、 「 所 定 外 労 働 時 間 数 」 とは、
　情報通信業、運輸業、卸売・小売業、金融・保 　　早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労
　険業、不動産業、飲食店，宿泊業、医療,福祉、 　　働時間数のことである。
　教育，学習支援業、複合サービス事業、サービ 「 総 実 労 働 時 間 数 」 とは、
　ス業（他に分類されないもの）に属し、常用労 　　「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」
　働者を常時５人以上雇用する事業所のうち厚生 　　との合計である。
　労働大臣の指定する約６８０事業所について調
　査を行う標本調査である。  (3)　出勤日数

　　　調査期間中に労働者が実際に出勤した日数
３　調 査 事 項 の 定 義 　　のことである。有給であっても事業所に出勤
 (1)　現金給与額 　　しない日は出勤日にならないが、午前０時か
　　　現金給与額とは、所得税、社会保険料、組 　　ら午後１２時までの間に１時間でも就業すれ
　　合費、購買代金等を差し引く前の金額で、次 　　ば出勤日とする。
　　のものがある。

「きまって支給する給与」 とは、  (4)　常用労働者
　　労働契約、団体協約あるいは事業所の給与規 「 常 用 労 働 者 」 とは、
　　則等によってあらかじめ定められている支給 　　次のうち、いずれかに該当する労働者のこと
　　条件、算定方法によって支給される給与のこ 　　である。
　　とであって、超過労働給与を含む。 　①　期間を定めずに雇われている者。

「 所 定 内 給 与 」 とは、 　②　１か月以上の期間を定めて雇われている者。
　　きまって支給する給与のうち超過労働給与以 　　　なお、重役、理事などの役員のうち、常時
　　外のものをいう。ここでいう超過労働給与と 　　勤務して毎月給与の支払を受けている者や、
　　は、所定の労働時間を超える労働に対して支 　　事業主の家族でその事業所に働いている人の
　　給される給与や、休日労働、深夜労働に対し 　　うち、常時勤務して毎月給与の支払を受けて
　　て支給される給与のことであり、時間外手当、 　　いる者も労働者としており、上の条件に該当
　　早朝出勤手当、休日出勤手当、深夜手当等で 　　すれば常用労働者に含めている。
　　ある。 　　　「パートタイム労働者」 とは、

「特別に支払われた給与」 とは、 　　常用労働者のうち、次のいずれかに該当する
　　調査期間中に、一時的または突発的事由に基 　　労働者のことである。
　　づいて、あらかじめ定められた契約や規則等 　①　１日の所定労働時間が一般の労働者よりも
　　によらないで労働者に現実に支払われた給与 　　短い者。
　　や、あらかじめ支給条件、算定方法が定めら 　②　１日の所定労働時間が一般の労働者と同じ
　　れていても、その給与の算定が３か月を超え 　　で、１週の所定労働日数が一般の労働者より
　　る期間ごとに行われるものをいう。また、夏 　　も少い者。
　　季、年末賞与等のようにあらかじめ支給条件 「 一 般 労 働 者 」 とは、
　　は定められているがその額の算定方法が定め 　　「常用労働者」のうち、「パートタイム労働
　　られていないものや、結婚手当等のように支 　　者」を除いた労働者のことをいう。
　　給条件、支給額が労働契約等によってあらか
　　じめ確定していても非常にまれに支給された ４　調 査 結 果 の 算 定
　　り支給事由の発生が不確定なものも含める。 　　この調査結果の数値は、調査事業所からの報

「 現 金 給 与 総 額 」 とは、 　　告を基にして本県の事業所規模５人以上のす
　　「きまって支給する給与」と「特別に支払わ 　　べての事業所に対応するよう復元して算定し
　　れた給与」との合計額である。 　　たものである。

 (2)　実労働時間数
　　　調査期間中に労働者が実際に労働した時間
　　数のことである。休憩時間は、給与が支給さ

毎月勤労統計調査　地方調査の説明
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利用上の注意

　(１)　平成29年から、指数は、平成27年平均を100とする平成27年（2015年）基準としている。

　　　これに伴い、平成28年までの指数を平成27年平均が100となるように改訂した。

　(２)　増減率は指数により算定しているため、実数により算定した結果とは必ずしも一致しないが、

　　　指数が作成できないものは実数により計算している。

 （３） 平成31年１月に標本の部分入替えを行ったことにより、賃金と労働時間の前年比には、一定の

　　　断層が含まれる。

　(４)　比率の算出については単位未満を四捨五入しているため、構成比の合計が100.0にならない場

　　　合がある。

　(５)　産業名で電気・ガス業、不動産・物品賃貸業、学術研究等、飲食サービス業等、生活関連サー

　　　ビス等、その他サービス業とあるのは、それぞれ電気・ガス・熱供給・水道業、不動産業，物品

　　　賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯

　　　楽業、サービス業(他に分類されないもの）のことである。

　(６)　統計表の符号の用語は次のとおりである。

　　　　　「０」 ………… 単位未満

　　　　　「－」 ………… 該当数字がないもの

　　　　　「△」 ………… 減　　少

　　　　　「Ｘ」 ………… 標本数が僅少等のため秘匿としたもの

 （７） 平成29年から日本標準産業分類（平成25年10月改定）に基づき表章している。

 （８） 調査産業計の集計は、調査事業所数が僅少のため、公表を秘匿する産業分類についても集計

　　　対象に含めて行っている。

　この調査についてのお問い合わせは、下記までお願いします。

　　〒520-8577

　　滋賀県大津市京町四丁目１－１

　　滋賀県県総合企画部統計課　農林学事統計係

　　電話番号　０７７－５２８－３３９２（直通）

    滋賀県ホームページ https://www.pref.shiga.lg.jp/
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